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国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構の中長期目標 新旧対照表 

（赤字・下線部分は変更箇所） 

変更前 変更案 

目   次 

 

Ⅰ．政策体系における法人の位置付け及び役割 

 

Ⅱ. 中長期目標の期間 

 

Ⅲ. 研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に関する事項 

1. 量子科学技術及び放射線に係る医学に関する研究開発 

(1) 量子科学技術に関する萌芽・創成的研究開発  

(2) 放射線の革新的医学利用等のための研究開発  

(3) 放射線影響・被ばく医療研究  

(4) 量子ビームの応用に関する研究開発  

(5) 核融合に関する研究開発  

 

2. 研究開発成果のわかりやすい普及及び成果活用の促進  

 

3. 国際協力や産学官の連携による研究開発の推進  

 

4. 公的研究機関として担うべき機能 

(1) 原子力災害対策・放射線防護等における中核機関としての機能  

(2) 福島復興再生への貢献  
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Ⅲ. 研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に関する事項 

1. 量子科学技術及び放射線に係る医学に関する研究開発 

(1) 量子科学技術に関する萌芽・創成的研究開発  

(2) 放射線の革新的医学利用等のための研究開発  

(3) 放射線影響・被ばく医療研究  

(4) 量子ビームの応用に関する研究開発  

(5) 核融合に関する研究開発  

 

2. 研究開発成果のわかりやすい普及及び成果活用の促進  

 

3. 国際協力や産学官の連携による研究開発の推進  

 

4. 公的研究機関として担うべき機能 

(1) 原子力災害対策・放射線防護等における中核機関としての機能  

(2) 福島復興再生への貢献  
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変更前 変更案 

(3) 人材育成業務  

(4) 施設及び設備等の活用促進  

(5)官民地域パートナーシップによる次世代放射光施設の整備等 

 

Ⅳ. 業務運営の効率化に関する事項 

1. 効果的、効率的なマネジメント体制の確立 

2. 業務の合理化・効率化 

3. 人件費管理の適正化 

4. 情報公開に関する事項 

 

Ⅴ. 財務内容の改善に関する事項 

 

Ⅵ. その他業務運営に関する重要事項 

1. 施設及び設備に関する事項 

2. 国際約束の誠実な履行に関する事項 

3. 人事に関する事項 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 人材育成業務  

(4) 施設及び設備等の活用促進  

(5)官民地域パートナーシップによる次世代放射光施設の整備等 

 

Ⅳ. 業務運営の効率化に関する事項 

1. 効果的、効率的なマネジメント体制の確立 

2. 業務の合理化・効率化 

3. 人件費管理の適正化 

4. 情報公開に関する事項 

 

Ⅴ. 財務内容の改善に関する事項 

 

Ⅵ. その他業務運営に関する重要事項 

1. 施設及び設備に関する事項 

2. 国際約束の誠実な履行に関する事項 

3. 人事に関する事項 
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変更前 変更案 

 

Ⅰ．政策体系における法人の位置付け及び役割 （略） 

  

Ⅱ.中長期目標の期間 

 中長期目標の期間は平成 28 年（2016 年）4月 1日から平成 35 年（2023

年）3月 31 日までの 7 年とする。 

 

 

Ⅲ. 研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に関する事項 

Ⅲ.1. 量子科学技術及び放射線に係る医学に関する研究開発 

（略） 

Ⅲ.1.(1)・ (2) （略） 

Ⅲ.1.(3) 放射線影響・被ばく医療研究 

（略） 

1）放射線影響研究 （略） 

2）被ばく医療研究 

 国の 3 次被ばく医療機関（平成 27 年 8 月 26 日より、高度被ばく医

療支援センター）として牽引的役割を担うことで得られた成果（線量評

価、体内汚染治療等）をより発展させ、高度被ばく医療において、引き

続き先端的研究開発を行う。さらに、緊急時の被ばく線量評価を行う技

術の高度化を進めるため、高線量から低線量までの放射線作用の指標と

なる物理及び生物学的変化の検出・定量評価に係る研究を行う。 

 

 

 

Ⅲ.1.(4) ・(5) （略） 

 

Ⅰ．政策体系における法人の位置付け及び役割 （略） 

  

Ⅱ.中長期目標の期間 

 中長期目標の期間は平成 28 年（2016 年）4月 1日から令和 5 年（2023

年）3月 31 日までの 7 年とする。 

 

 

Ⅲ. 研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に関する事項 

Ⅲ.1. 量子科学技術及び放射線に係る医学に関する研究開発 

（略） 

Ⅲ.1.(1)・ (2) （略） 

Ⅲ.1.(3) 放射線影響・被ばく医療研究 

（略） 

1）放射線影響研究 （略） 

2）被ばく医療研究 

 国の被ばく医療の中核的な機関（平成 27 年 8 月 25 日まで 3 次被ば

く医療機関、平成 27 年 8月 26 日より高度被ばく医療支援センター、平

成 31 年 4 月 1 日より基幹高度被ばく医療支援センター）として牽引的

役割を担うことで得られた成果（線量評価、体内汚染治療等）をより発

展させ、高度被ばく医療において、引き続き先端的研究開発を行う。さ

らに、緊急時の被ばく線量評価を行う技術の高度化を進めるため、高線

量から低線量までの放射線作用の指標となる物理及び生物学的変化の

検出・定量評価に係る研究を行う。 

 

Ⅲ.1.(4) ・(5) （略） 
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変更前 変更案 

 

Ⅲ.2・3. （略） 

 

Ⅲ.4. 公的研究機関として担うべき機能 

Ⅲ.4.(1) 原子力災害対策・放射線防護等における中核機関としての機

能 

 原子力規制委員会の原子力災害対策・放射線防護のニーズに応える技

術支援機関及び災害対策基本法や国民保護法等に位置付けられている

指定公共機関並びに高度被ばく医療支援センターとしての機能を確実

に確保するため、専門的・技術的な研究水準の向上や組織体制の整備を

図るとともに、機構としての専門人材の確保・育成を継続的かつ計画的

に進める。 

 

 

 

また、原子力災害医療体制における高度被ばく医療支援センターとし

て、原子力災害時の医療体制に貢献するため、他の支援センターとも連

携・交流し、地域の原子力災害拠点病院等では対応できない高度専門的

な診療及び支援並びに高度専門研修等を行う。 

 

さらに、放射線の影響、被ばく医療や線量評価等に関するデータを継続

的に収集整理・解析し、UNSCEAR、IAEA、WHO、ICRP などの国際機関等へ

積極的に情報提供などを行うとともに、放射線被ばく、特に、人と環境

に対する低線量被ばくの影響について正確な情報を国民に広く発信す

る。 

 

 

Ⅲ.2・3. （略） 

 

Ⅲ.4. 公的研究機関として担うべき機能 

Ⅲ.4.(1) 原子力災害対策・放射線防護等における中核機関としての機

能 

 原子力規制委員会の原子力災害対策・放射線防護のニーズに応える技

術支援機関及び災害対策基本法や国民保護法等に位置付けられている

指定公共機関並びに基幹高度被ばく医療支援センターとしての機能を

確実に確保する。原子力災害や放射線事故等は、発生した場合には影響

が甚大であるため、専門人材の育成が極めて重要である。そのため、専

門的・技術的な研究水準の向上や組織体制の整備を図るとともに、我が

国において中核的な役割を担うことのできる専門人材を機構内で確保

することを継続的かつ計画的に進める。また、大学を含む研究機関と連

携し、このような専門人材の育成も継続的かつ計画的に進める。 

具体的には、原子力災害医療体制における基幹高度被ばく医療支援セン

ターとして、原子力災害時の被ばく医療体制に貢献するため、他の高度

被ばく医療支援センターを先導する中核的な役割を担い、地域の原子力

災害拠点病院等では対応できない緊急時の被ばく線量評価、高度専門的

な診療及び支援並びに高度専門研修等を行う。 

さらに、放射線の影響、被ばく医療や線量評価等に関するデータを継続

的に収集整理・解析し、UNSCEAR、IAEA、WHO、ICRP などの国際機関等へ

積極的に情報提供などを行うとともに、放射線被ばく、特に、人と環境

に対する低線量被ばくの影響について正確な情報を国民に広く発信す

る。 
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変更前 変更案 

Ⅲ.4.(2) ～(4)  （略） 

 

Ⅳ.～ Ⅴ. （略） 

Ⅵ.その他業務運営に関する重要事項 

Ⅵ.1. 施設及び設備に関する事項 

業務の遂行に必要な施設や設備については、重点的かつ効率的に、更新

及び整備を実施する。 

 

Ⅵ.2. 国際約束の誠実な履行に関する事項 

機構の業務運営に当たっては、我が国が締結した条約その他の国際約束

を誠実に履行する。 

 

Ⅵ.3. 人事に関する事項 

研究開発成果の最大化と効果的かつ効率的に業務を遂行するために、女

性の活躍や研究者の多様性も含めた人事に関する計画を策定し戦略的

に取り組む。また、役職員の能力と業務実績を適切かつ厳格に評価し、

その結果を処遇に反映させることにより、意欲及び資質の向上を図ると

ともに、責任を明確化させ、また、適材適所の人事配置を行い、職員の

能力の向上を図る。 

Ⅲ.4.(2) ～(4)  （略） 

 

Ⅳ.～ Ⅴ. （略） 

Ⅵ.その他業務運営に関する重要事項 

Ⅵ.1. 施設及び設備に関する事項 

業務の遂行に必要な施設や設備については、重点的かつ効率的に、更新

及び整備を実施する。 

 

Ⅵ.2. 国際約束の誠実な履行に関する事項 

機構の業務運営に当たっては、我が国が締結した条約その他の国際約束

を誠実に履行する。 

 

Ⅵ.3. 人事に関する事項 

研究開発成果の最大化と効果的かつ効率的に業務を遂行するために、女

性の活躍や研究者の多様性も含めた人事に関する計画を策定し戦略的

に取り組む。また、役職員の能力と業務実績を適切かつ厳格に評価し、

その結果を処遇に反映させることにより、意欲及び資質の向上を図ると

ともに、責任を明確化させ、また、適材適所の人事配置を行い、職員の

能力の向上を図る。 

なお、機構の人材確保・育成については、「科学技術・イノベーショ

ン創出の活性化に関する法律」（平成 20 年法律第 63 号）第 24 条に基づ

き策定された「人材活用等に関する方針」に基づいて取組を進める。 

 


